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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期
第１四半期
連結累計期間

第28期
第１四半期
連結累計期間

第27期
連結会計年度

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 831,376 836,379 3,397,103

経常損失（△） （千円） △79,194 △17,363 △243,845

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △88,236 △19,002 △987,647

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △91,759 △7,646 △1,050,560

純資産額 （千円） 1,516,858 712,661 545,311

総資産額 （千円） 2,181,192 1,532,254 1,488,896

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △5.04 △0.96 △53.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.2 42.6 32.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、税込処理を採用している一部の子会社を除き消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当社グループは、前連結会計年度において営業損失246,299千円、親会社株主に帰属する当期純損失987,647千円を

計上し、当第１四半期連結累計期間におきましても、営業損失18,349千円（前年同四半期比60,903千円減）、親会社

株主に帰属する四半期純損失19,002千円（前年同四半期比69,234千円減）を計上しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におきましては、主たる事業である通信販売事業において、新商品発売に向けたプロ

モーション強化及び海外ＥＣサイトへの出店準備等を行い、旅行事業においてはＢtoＣ分野の売上拡大に注力する

など、第２四半期以降の反転攻勢に向けた準備を行うとともに、コスト削減についても積極的に取り組んでまいり

ました。

この結果、売上高は836,379千円（前年同四半期比5,003千円増）、営業損失は18,349千円（前年同四半期比

60,903千円減）、経常損失は17,363千円（前年同四半期比61,830千円減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は

19,002千円（前年同四半期比69,234千円減）となり、連結での黒字化には至っていないものの、後記のとおり通信

販売事業においてセグメント利益が黒字に転換するなど、収益の改善が進み始めております。

なお、前期までの業績不振に対する経営責任を明確化し、当社グループの早期収益改善と成長戦略の推進を目的

として、大幅な経営体制の刷新を実行いたしました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間におきましては、当社が営む「コンサルティング事業」、パス・トラベル株式会社が

営む「旅行事業」、株式会社マードゥレクス及び株式会社ジヴァスタジオが営む「通信販売事業」の３つの報告セ

グメントにより構成されております。

①コンサルティング事業

当第１四半期連結累計期間におきましては、引き合いがございませんでした。

②旅行事業

当第１四半期連結累計期間におきましては、学術旅行等の法人手配旅行の減少により、売上高は71,878千円

（前年同四半期比1,903千円減）、営業損失は3,851千円（前年同四半期比2,844千円増）となりました。

③通信販売事業

当第１四半期連結累計期間におきましては、店頭でのプロモーション及びテレビ通販でのイベントオンエア枠

の好調により、売上高は765,801千円（前年同四半期比18,280千円増）、営業利益は32,922千円（前年同四半期

は2,725千円の営業損失）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

当社グループは、当第１四半期連結累計期間において新経営体制に移行しましたが、経営方針・経営戦略等に重

要な変更はありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

①早期の黒字化及び成長資金の確保

既存事業において収益の柱を確立して黒字化を達成し、次なる成長資金を確保できる体制を構築いたします。

②コーポレートガバナンス及び開示体制の強化

コンプライアンスの徹底をより一層充実させ、内部管理体制の強化、コーポレートガバナンスの強化、ＩＲ・

ＰＲの積極的な開示体制の強化に取り組んでまいります。

③経営資源の確保

当社グループは、人的・資金的なリソースが必ずしも十分とは言えない状況ではありますが、今後も継続して

充実を図ってまいります。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の金額は、6,723千円であります。
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(5）主要な設備の状況

該当事項はありません。

 

(6）重要事象等について

当社グループは、前連結会計年度において営業損失246,299千円、親会社株主に帰属する当期純損失987,647千円

を計上し、当第１四半期連結累計期間におきましても、営業損失18,349千円（前年同四半期比60,903千円減）、親

会社株主に帰属する四半期純損失19,002千円（前年同四半期比69,234千円減）を計上しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

そこで今後に向け当社グループは、下記対策を講じ、当該状況の解消又は改善に向けて努めてまいります。

詳細につきましては、「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項　継続企業の前提に関する事

項」に記載しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,378,000

計 69,378,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,181,600 20,181,600
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,181,600 20,181,600 － －

（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
1,343,400 20,181,600 90,578 1,894,849 90,578 1,897,851

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　18,837,700 188,377 －

単元未満株式 普通株式　　　　　 500 － －

発行済株式総数 18,838,200 － －

総株主の議決権 － 188,377 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＲＳＭ清和監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けている清和監査法人は、平成29年７月１日より名称変更し、ＲＳＭ清和監査法

人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 260,931 486,259

受取手形及び売掛金 349,699 234,403

商品及び製品 452,369 385,285

原材料及び貯蔵品 60,889 62,805

前渡金 21,896 24,869

未収入金 7,121 385

その他 29,844 42,700

貸倒引当金 △3,621 △3,889

流動資産合計 1,179,132 1,232,819

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 37,433 37,433

減価償却累計額及び減損損失累計額 △28,219 △28,573

建物及び構築物（純額） 9,214 8,859

工具、器具及び備品 209,204 209,204

減価償却累計額及び減損損失累計額 △136,160 △143,527

工具、器具及び備品（純額） 73,043 65,676

その他 1,073 841

有形固定資産合計 83,331 75,377

無形固定資産   

のれん 91,238 88,554

ソフトウエア 33,833 32,971

その他 9,657 9,149

無形固定資産合計 134,728 130,675

投資その他の資産   

敷金及び保証金 91,705 93,131

その他 17,580 16,686

貸倒引当金 △17,580 △16,436

投資その他の資産合計 91,705 93,381

固定資産合計 309,764 299,434

資産合計 1,488,896 1,532,254
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 256,908 186,833

未払金 177,314 156,413

未払法人税等 236 2,085

前受金 11,589 11,544

加盟店預り金 723 －

賞与引当金 21,286 5,728

返品調整引当金 3,404 2,631

本社移転損失引当金 31,580 22,823

その他 40,343 36,868

流動負債合計 543,387 424,927

固定負債   

債務保証損失引当金 393,217 387,737

退職給付に係る負債 4,385 4,490

その他 2,595 2,436

固定負債合計 400,198 394,664

負債合計 943,585 819,592

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,804,270 1,894,849

資本剰余金 1,844,391 1,934,970

利益剰余金 △3,158,337 △3,177,340

株主資本合計 490,324 652,479

新株予約権 13,010 6,849

非支配株主持分 41,976 53,332

純資産合計 545,311 712,661

負債純資産合計 1,488,896 1,532,254
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 831,376 836,379

売上原価 315,560 419,602

売上総利益 515,815 416,776

販売費及び一般管理費 595,068 435,125

営業損失（△） △79,252 △18,349

営業外収益   

受取利息 11 －

為替差益 199 75

業務受託料 － 960

その他 398 497

営業外収益合計 608 1,532

営業外費用   

株式交付費 395 450

その他 154 97

営業外費用合計 550 547

経常損失（△） △79,194 △17,363

特別利益   

新株予約権戻入益 － 5,019

債務保証損失引当金戻入額 － 5,479

特別利益合計 － 10,498

税金等調整前四半期純損失（△） △79,194 △6,865

法人税、住民税及び事業税 3,193 780

法人税等調整額 9,370 －

法人税等合計 12,564 780

四半期純損失（△） △91,759 △7,646

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△3,523 11,356

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △88,236 △19,002
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △91,759 △7,646

四半期包括利益 △91,759 △7,646

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △88,236 △19,002

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,523 11,356
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、前連結会計年度において営業損失246,299千円、親会社株主に帰属する当期純損失987,647千円

を計上し、当第１四半期連結累計期間におきましても、営業損失18,349千円（前年同四半期比60,903千円減）、親

会社株主に帰属する四半期純損失19,002千円（前年同四半期比69,234千円減）を計上しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

今後、当社グループは下記対策を講じ、当該状況の改善及び解消に努めてまいります。

①既存事業における安定した収益の確保と収益力の強化

経営体制の強化を図り、当社グループの成長発展と企業価値の向上を実現し、黒字への転換を確実に達成する

ことにより、安定した収益の確保と収益力の強化を図ってまいります。

②財務基盤の確立

当社は、これまでの資金調達を新株予約権の行使に依存してまいりましたが、現時点におきましては継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められるものの、今後も新株予約権の行使促進等を含めた資本政策を継続し

て実施しつつ、上記①による早期黒字化を果たして新たな資金調達手段を模索し、成長投資のための財務基盤を

確立してまいります。

しかし、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

株式会社ジークス 134,123千円 137,134千円

計 134,123 137,134

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 19,408千円 11,252千円

のれんの償却額 12,018 2,683
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当第１四半期連結累計期間において、Ｏａｋキャピタル株式会社の第９回新株予約権の行使により、平成

28年４月27日付で40,012千円、平成28年５月31日付で100,004千円の払込みを受けました。この結果、当第

１四半期連結累計期間において資本金が70,452千円、資本準備金が70,452千円増加し、当第１四半期連結会

計期間末において資本金が1,753,877千円、資本準備金が1,756,879千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当第１四半期連結累計期間において、Ｏａｋキャピタル株式会社の第９回新株予約権の行使により、平成

29年４月21日付で150,013千円、平成29年６月23日付で30,002千円の払込みを受けました。この結果、当第

１四半期連結累計期間において資本金が90,578千円、資本準備金が90,578千円増加し、当第１四半期連結会

計期間末において資本金が1,894,849千円、資本準備金が1,897,851千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
コンサルティ
ング事業

決済代行事業 旅行事業 通信販売事業
コミュニティ
サービス事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 3,175 3,396 73,637 747,504 3,661 831,376

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 15 144 16 － 175

計 3,175 3,411 73,781 747,521 3,661 831,551

セグメント利益又は損失

（△）
1,967 1,230 △1,006 △2,725 △31,321 △31,855

 

  

 
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高   

外部顧客への売上高 － 831,376

セグメント間の内部売上高

又は振替高
△175 －

計 △175 831,376

セグメント利益又は損失

（△）
△47,397 △79,252

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△47,397千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等で

あります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
コンサルティ
ング事業

旅行事業 通信販売事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 － 70,578 765,801 836,379 － 836,379

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1,299 － 1,299 △1,299 －

計 － 71,878 765,801 837,679 △1,299 836,379

セグメント利益又は損失

（△）
－ △3,851 32,922 29,071 △47,420 △18,349

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△47,420千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等で

あります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5円04銭 0円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千円） 88,236 19,002

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（千円）
88,236 19,002

普通株式の期中平均株式数（株） 17,513,420 19,731,339

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 
 

平成29年８月９日

パス株式会社

取締役会　御中
 

ＲＳＭ清和監査法人
 
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　　亮　　印

 
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 大塚　貴史　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパス株式会社の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パス株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されている通り、会社は前連結会計年度において多額の営業損失及び親会社株主に

帰属する当期純損失を計上し、当第１四半期連結累計期間においても、多額の営業損失及び親会社株主に帰属する四半期

純損失を計上している状況であり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在している。当該注記に記

載されている通り、会社は当該状況を解消するため、財務基盤の確立や既存事業における安定した収益の確保を始めとし

た各種対策を検討しているものの、それらが実施途上であることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半

期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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